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第一生命ホールディングス株式会社 
代表取締役社長

新中期経営計画「CONNECT 2020」の
戦略を通じて、グループの強みである

「真っ直ぐに」「真っ先に」の力を
さらに強化していきます。
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T O P  M E S S A G E

献していきます。

2つ目は「地域・社会とのCONNECT」です。事業を

通じた人々の健康増進への貢献や、地域社会がそれぞ

れ持っている課題の解決を進めるために、自治体や医

療機関との連携を通じた協働や、各国での医療・教育

支援などをこれまで以上に推進していきます。

3 つ 目 は「 多 様 な ビ ジ ネ ス パ ー ト ナ ー と の

CONNECT」です。多様な顧客層を持つビジネスパー

トナーと連携し、さまざまなお客さまとの新たな接点を

確 保 し て い く ほ か 、新 ビ ジ ネ ス 創 出 を 目 指 す

「InsTech」の取組みにおいても、さまざまな強みを持

つ多様な異業種企業やスタートアップなどとの連携・

協働を通じ、グループのイノベーションを加速させてい

きます。

そして4つ目は「グループ各社のCONNECT」です。

さまざまな国や地域で事業を展開するグループ各社の

多様性を活かし、各社が互いに学び合い、高め合う取

組みを随所で発揮していくことで、各事業のさらなる成

長やグループの経営体制強化を追求します。例えば、

生保事業とアセットマネジメント事業によるシナジー

の創出や、グローバルベースでの人財・ノウハウ交流に

よる課題解決、グループ総合力の向上などを図ってい

きます。

このように、国内外の各事業において、これら4つの

「CONNECT」に基づく事業戦略の展開を通じ、私たち

第一生命グループだからこそできる価値提供を目指し

ていきます。

提携・連携の強化といった「つながり」を追求し、これら

を通じて商品・サービス・チャネルの価値を高め、その

結果として、より多くのお客さま・社会との「つながり」

を増やしていきたい、と考えています。

事業を通じてこれらを実現することで、私たちは生命

保険の普及などによる生活の安定や、健康の増進、豊

かな老後生活の実現といった、人々のQOL（Quality 

of Life）向上※のニーズに応え、世界中の新たな社会

課題の解決に貢献していきます。

QOL向上を通じた社会課題解決への貢献という私

たちの考え方は、国連の掲げる「持続可能な開発目標

（SDGs）」の考えにも通じるものです。我々の強みを活

かした事業によって世界的な課題の解決に貢献してい

くことは、世界の持続可能性に裨益するとともに、結果

として当社グループの成長性と持続可能性を高めてい

くことになると考えています。

「CONNECT」は4つの戦略から成り立っています。

1つ目は「お客さまとのCONNECT」です。より多くの

お客さまに第一生命グループの商品・サービスを提供

するために、販売チャネルの強化・多様化を進めるとと

もに、多くのお客さまにご支持いただけるよう提供価値

自体も高めていきます。国内における3ブランド間の商

品・サービス相互供給の加速、代理店チャネルの強化、

健康増進などのQOL向上にフォーカスした新商品の

投入などに加え、海外では新興国に加えメコン地域へ

の展開を通じて、同地域の保険普及と生活の安定に貢

う言葉に表れています。当社の存在意義は事業規模の

拡大ではなく、人々の幸福や社会の発展への貢献にあ

り、そのために真に必要なことをやるべし、というもので

あり、これが「最良の追求」です。この思いは100年以上

にわたり受け継がれ、私たちのグループミッション「一

生涯のパートナー」につながっています。

「変革の精神」もまた、創業者矢野恒太の事業哲学の

ひとつです。矢野は、第一生命を日本初の相互会社とし

て設立しました。それは前例のない、まさにベンチャー

的挑戦でしたが、矢野にとっては、当時における最良の

保険会社経営を追求した結果であり、いわば必然でし

た。その後も矢野は、多くの他社とは異なり、あえて保険

料は割高でも高率の配当を還元する方針を採り、財務・

経営基盤を強化すると同時に、お客さまへの還元を長

期的に最大化する経営を追求しました。こうした経営姿

勢は、生命保険業の信用向上にも寄与し、日本における

生命保険の普及と生命保険業界の健全な発展に大きく

貢献したのです。矢野は明治元年から150周年の今年、

政府（金融庁）が発表した「明治期に金融制度の確立等

に貢献した人物」の一人に挙げられ、保険業におけるそ

の功績が称えられています。

こうして、新たな変革に挑み、最良の追求を続けた矢

野たちの功績により、第一生命は多くのお客さまのご支

持を得て1932年に業界2位へと成長します。

その後も第一生命グループは創業者の精神を受け継

ぎ、近年においても「最良の追求」に関しては、良質な商

品・サービスを、自社での開発だけでなく提携戦略に

よってさまざまな生損保などから導入してお客さまに

1902年の創業以来、第一生命グループは、「生命保

険事業などを通じた社会課題の解決への貢献」を使命

として成長を続けてきました。戦前は貯蓄性生命保険

の提供による国民生活の安定への貢献、戦後は保障性

生命保険の提供による家計の保障充実や、企業への投

融資を通じた日本の経済成長への貢献、そして近年で

は保険やその他の商品・サービスを通じた多様な人生

設計への貢献など、私たちは人々の暮らしに寄り添い、

日本社会の発展とともに歩んできました。

これからもグループの総力を結集し、事業を展開す

る世界中のすべての国と地域で人々や社会のさまざま

なニーズに応えていくことで、これまで以上に「社会課

題解決への貢献」を続けていきたいと考えています。

私からのメッセージでは、第一生命グループの使命

を支えてきた強みが何であるか、そして今後その強みを

活かし、どのように社会に貢献していきたいかを、お伝

えしたいと思います。

当社グループの使命を支えてきたものは、「最良の追

求」と「変革の精神」という二つの強みです。創業者であ

る矢野恒太の事業哲学は、「最大たるより最良たれ」「世

間の人が喜ぶか、無くてもいいと思うかを考えよ」とい

第一生命グループの使命
～社会課題解決への貢献～

「真っ直ぐに」「真っ先に」

私たちの使命を支えてきた強み
～「最良の追求」と「変革の精神」～

提供したり、多様な人生設計に応えるコンサルティング

手法として「生涯設計」を確立したりすることで、取組み

を高めたりしてきました。また、「変革の精神」について

も、海外の生命保険事業・アセットマネジメント事業へ

の早くからの展開、国内大手初の株式会社化、持株会

社体制への移行などを通じて発揮されました。

こうして、当社グループは国内外に広がる現在の事

業基盤を築いてきました。

「最良の追求」と「変革の精神」という二つの強みを、

私なりの言葉で言い換えるならば、「最良の追求」は

「真っ直ぐに」、「変革の精神」は「真っ先に」、ということ

です。私は、第一生命グループの一人ひとりが今日にお

いても創業者の精神を持って、強みをさらに伸ばしてい

こうと強く意識していくことが、今後の成長に欠かせな

いと考え、このような言葉にして国内外におけるグルー

プ7万名の従業員と共有しています。

「真っ直ぐに」とは、お客さまの価値観やライフスタイ

ルが多様化するなかで、今まで以上にお客さまニーズ

を満たすことのできるカスタマー・ファーストを追求し

ていくことです。生命保険のニーズは、大きく変わりつ

つあります。例えば、従来の保険商品は、お客さまに何

かあった時の経済的ニーズに応える「プロテクション

（保障）」が主な役割でしたが、近年はその一歩手前にあ

る健康増進や疾病予防といったニーズに応える「プリ

ベンション（予防）」としての役割も期待されるように

なってきたと考えています。こうした役割も私たちが担

い、お客さまや社会の幅広いニーズ、新しいニーズに適

切な商品・サービスでお応えすることが、カスタマー・

ファーストに資する価値提供につながります。それが

人々に喜ばれ評価される「真っ直ぐ」な事業です。

「真っ先に」とは、この「真っ直ぐに」を実現するため

に、絶えず変革に挑戦し、勇気を持って最初に行動する

ということです。今後、情報や医療などのテクノロジー

がさらに進化し、社会構造が大きく変化することも予測

されますが、変化を積極的に活用したビジネスモデルの

変革に「真っ先に」挑戦していくことで、新たな成長の機

会を創出することを目指していきたいと考えています。

グループが展開するすべての地域・社会において、

「真っ直ぐ」な事業を「真っ先に」行うことこそが当社グ

ループの強みの発揮であり、その結果としてさらに多く

のお客さまや社会に喜ばれるようになることが、今後の

成長実現につながっていくと考えています。

2017年度までの前中期経営計画「D-Ambitious」

では、これまでの「真っ直ぐに」「真っ先に」をグローバ

ルに展開し、グループとして大きく加速させました。

国内では、ほぼすべてのお客さま層のニーズを最適

な形でカバーするために、第一生命、第一フロンティア

生命、ネオファースト生命からなる3ブランド体制を確

立しました。2007年に貯蓄ニーズの高まりを想定し、

第一生命からいち早く分離設立した第一フロンティア

生命は、保険窓販のシェアトップに成長し、2017年もそ

の地位を堅持しました。2015年に営業を開始したネオ

ファースト生命も、保険ショップなどの代理店を通じた

医療保険などの販売実績を大きく増加させ、成長を続

けています。

海外各国では経済発展や市場・ニーズの変化などに

的確に対応した商品・チャネル戦略が奏功し、特に第一

生命ベトナム、豪州のTALはそれぞれの国で高いシェ

アを獲得・維持しました。米国のプロテクティブも、買収

事業とリテール保険事業の2本柱による強力なビジネ

スモデルによってグループの利益成長を支えました。

アセットマネジメント事業では、グループ内2社が経

営統合によりそれぞれ事業を拡大、日米欧の3市場にま

たがるグローバルな事業基盤を確立しました。

その結果、当社グループは事業基盤のグローバルレ

ベルでの拡大・分散と、前中期経営計画で目指していた

利益規模の倍増を達成するとともに、株主還元も目標

としていた総還元性向40%を実現するなど、企業価値

を着実に向上させました。また、2016年10月に持株会

社体制に移行し、今後のさらなる成長に向けた経営態

勢の強化も図りました。

当社グループは、これまで国内外で築いてきた事業

基盤、強固な財務基盤、ブランド力、多才で経験豊富な

7万名の人財の力を存分に発揮して、新たな成長を目

指していきます。

そのコンセプトが、「CONNECT」です。2018年度か

らスタートした新中期経営計画の名称も「CONNECT 

2020」とし、各種の取組みをスタートさせています。

この「CONNECT」のコンセプトに基づき、国内外の

グループ各社の多様性を活かした連帯・協働による独

自のシナジー創出や、社外のビジネスパートナーとの
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グループの強みをさらに高める
「CONNECT」への挑戦

「CONNECT」の4つの戦略

最後に

※QOL 向上：その人の望む人生や、こう生きたいという生き方を実現する
こと。また、よりその人らしい生活を送ること。

通じた人々の健康増進への貢献や、地域社会がそれぞ

れ持っている課題の解決を進めるために、自治体や医

療機関との連携を通じた協働や、各国での医療・教育

支援などをこれまで以上に推進していきます。

3つ目は「多様なビジネスパートナーとのCONNECT」

です。多様な顧客層を持つビジネスパートナーと連携

し、さまざまなお客さまとの新たな接点を確保していく

ほか、新ビジネス創出を目指す「InsTech」の取組みに

おいても、さまざまな強みを持つ多様な異業種企業や

スタートアップなどとの連携・協働を通じ、グループの

イノベーションを加速させていきます。

そして4つ目は「グループ各社のCONNECT」です。

さまざまな国や地域で事業を展開するグループ各社の

多様性を活かし、各社が互いに学び合い、高め合う取組

みを随所で発揮していくことで、各事業のさらなる成長

やグループの経営態勢強化を追求します。例えば、生保

事業とアセットマネジメント事業によるシナジーの創出

や、グローバルベースでの人財・ノウハウ交流による課

題解決、グループ総合力の向上などを図っていきます。

このように、国内外の各事業において、これら4つの

「CONNECT」に基づく事業戦略の展開を通じ、私たち

第一生命グループだからこそできる価値提供を目指し

ていきます。

私たちは、これからも「最良の追求」と「変革の精神」と

いう二つの強みを活かし、社会課題の解決へのさらなる

貢献を目指して「真っ直ぐに」「真っ先に」進んでいきま

す。今後とも第一生命グループに対し、変わらぬご支援

とご指導を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

を通じて商品・サービス・チャネルの価値を高め、その

結果として、より多くのお客さま・社会との「つながり」

を増やしていきたいと考えています。

事業を通じてこれらを実現することで、私たちは生命

保険の普及などによる生活の安定や、健康の増進、豊

かな老後生活の実現といった、人々のQOL（Quality 

of Life）向上※のニーズに応え、世界中の新たな社会課

題の解決に貢献していきます。

QOL向上を通じた社会課題解決への貢献という私

たちの考え方は、国連の掲げる「持続可能な開発目標

（SDGs）」の考えにも通じるものです。我々の強みを活

かした事業によって世界的な課題の解決に貢献してい

くことは、国際社会の持続可能な発展に裨益するとと

もに、結果として当社グループの成長性と持続可能性

を高めていくことになると考えています。

「CONNECT」は4つの戦略から成り立っています。

1つ目は「お客さまとのCONNECT」です。より多くの

お客さまに第一生命グループの商品・サービスを提供

するために、販売チャネルの強化・多様化を進めるとと

もに、多くのお客さまにご支持いただけるよう提供価値

自体も高めていきます。国内における3ブランド間の商

品・サービス相互供給の加速、代理店チャネルの強化、

健康増進などのQOL向上にフォーカスした新商品の

投入などに加え、海外では新興国とりわけメコン地域

への展開を通じて、同地域の保険普及と生活の安定に

貢献していきます。

2つ目は「地域・社会とのCONNECT」です。事業を

う言葉に表れています。当社の存在意義は事業規模の

拡大ではなく、人々の幸福や社会の発展への貢献にあ

り、そのために真に必要なことをやるべし、というもので

あり、これが「最良の追求」です。この思いは100年以上

にわたり受け継がれ、私たちのグループミッション「一

生涯のパートナー」につながっています。

「変革の精神」もまた、創業者矢野恒太の事業哲学の

ひとつです。矢野は、第一生命を日本初の相互会社とし

て設立しました。それは前例のない、まさにベンチャー

的挑戦でしたが、矢野にとっては、当時における最良の

保険会社経営を追求した結果であり、いわば必然でし

た。その後も矢野は、多くの他社とは異なり、あえて保険

料は割高でも高率の配当を還元する方針を採り、財務・

経営基盤を強化すると同時に、お客さまへの還元を長

期的に最大化する経営を追求しました。こうした経営姿

勢は、生命保険業の信用向上にも寄与し、日本における

生命保険の普及と生命保険業界の健全な発展に大きく

貢献したのです。矢野は明治元年から150周年の今年、

政府（金融庁）が発表した「明治期に金融制度の確立等

に貢献した人物」の一人に挙げられ、保険業におけるそ

の功績が称えられています。

こうして、新たな変革に挑み、最良の追求を続けた矢

野たちの功績により、第一生命は多くのお客さまのご支

持を得て1932年に業界2位へと成長します。

その後も第一生命グループは創業者の精神を受け継

ぎ、近年においても「最良の追求」に関しては、良質な商

品・サービスを、自社での開発だけでなく提携戦略に

よってさまざまな生損保などから導入してお客さまに

1902年の創業以来、第一生命グループは、「生命保

険事業などを通じた社会課題の解決への貢献」を使命

として成長を続けてきました。戦前は貯蓄性生命保険

の提供による国民生活の安定への貢献、戦後は保障性

生命保険の提供による家計の保障充実や、企業への投

融資を通じた日本の経済成長への貢献、そして近年で

は保険やその他の商品・サービスを通じた多様な人生

設計への貢献など、私たちは人々の暮らしに寄り添い、

日本社会の発展とともに歩んできました。

これからもグループの総力を結集し、事業を展開す

る世界中のすべての国と地域で人々や社会のさまざま

なニーズに応えていくことで、これまで以上に「社会課

題解決への貢献」を続けていきたいと考えています。

私からのメッセージでは、第一生命グループの使命

を支えてきた強みが何であるか、そして今後その強みを

活かし、どのように社会に貢献していきたいかを、お伝

えしたいと思います。

当社グループの使命を支えてきたものは、「最良の追

求」と「変革の精神」という二つの強みです。創業者であ

る矢野恒太の事業哲学は、「最大たるより最良たれ」「世

間の人が喜ぶか、無くてもいいと思うかを考えよ」とい

提供したり、多様な人生設計に応えるコンサルティング

手法として「生涯設計」を確立したりすることで、取組み

を高めたりしてきました。また、「変革の精神」について

も、海外の生命保険事業・アセットマネジメント事業へ

の早くからの展開、国内大手初の株式会社化、持株会

社体制への移行などを通じて発揮されました。

こうして、当社グループは国内外に広がる現在の事

業基盤を築いてきました。

「最良の追求」と「変革の精神」という二つの強みを、

私なりの言葉で言い換えるならば、「最良の追求」は

「真っ直ぐに」、「変革の精神」は「真っ先に」、ということ

です。私は、第一生命グループの一人ひとりが今日にお

いても創業者の精神を持って、強みをさらに伸ばしてい

こうと強く意識していくことが、今後の成長に欠かせな

いと考え、このような言葉にして国内外におけるグルー

プ7万名の従業員と共有しています。

「真っ直ぐに」とは、お客さまの価値観やライフスタイ

ルが多様化するなかで、今まで以上にお客さまニーズ

を満たすことのできるカスタマー・ファーストを追求し

ていくことです。生命保険のニーズは、大きく変わりつ

つあります。例えば、従来の保険商品は、お客さまに何

かあった時の経済的ニーズに応える「プロテクション

（保障）」が主な役割でしたが、近年はその一歩手前にあ

る健康増進や疾病予防といったニーズに応える「プリ

ベンション（予防）」としての役割も期待されるように

なってきたと考えています。こうした役割も私たちが担

い、お客さまや社会の幅広いニーズ、新しいニーズに適

切な商品・サービスでお応えすることが、カスタマー・

ファーストに資する価値提供につながります。それが

人々に喜ばれ評価される「真っ直ぐ」な事業です。

「真っ先に」とは、この「真っ直ぐに」を実現するため

に、絶えず変革に挑戦し、勇気を持って最初に行動する

ということです。今後、情報や医療などのテクノロジー

がさらに進化し、社会構造が大きく変化することも予測

されますが、変化を積極的に活用したビジネスモデルの

変革に「真っ先に」挑戦していくことで、新たな成長の機

会を創出することを目指していきたいと考えています。

グループが展開するすべての地域・社会において、

「真っ直ぐ」な事業を「真っ先に」行うことこそが当社グ

ループの強みの発揮であり、その結果としてさらに多く

のお客さまや社会に喜ばれるようになることが、今後の

成長実現につながっていくと考えています。

2017年度までの前中期経営計画「D-Ambitious」

では、これまでの「真っ直ぐに」「真っ先に」をグローバ

ルに展開し、その取組みをグループとして大きく加速さ

せました。

国内では、ほぼすべてのお客さま層のニーズを最適

な形でカバーするために、第一生命、第一フロンティア

生命、ネオファースト生命からなる3ブランド体制を確

立しました。2007年に貯蓄ニーズの高まりを想定し、

第一生命からいち早く分離設立した第一フロンティア

生命は、保険窓販のシェアトップに成長し、2017年もそ

の地位を堅持しました。2015年に営業を開始したネオ

ファースト生命も、保険ショップをはじめとする代理店

を通じた医療保険などの販売実績を大きく増加させ、

成長を続けています。

海外各国では経済発展や市場・ニーズの変化などに

的確に対応した商品・チャネル戦略が奏功し、特に第一

生命ベトナム、豪州のTALはそれぞれの国で高いシェ

アを獲得・維持しました。米国のプロテクティブも、買収

事業とリテール保険事業の2本柱による強力なビジネ

スモデルによってグループの利益成長を支えました。

アセットマネジメント事業では、グループ内2社が経

営統合によりそれぞれ事業を拡大、日米欧の3市場にま

たがるグローバルな事業基盤を確立しました。

その結果、当社グループは事業基盤のグローバルレ

ベルでの拡大・分散と、前中期経営計画で目指していた

利益規模の倍増を達成するとともに、株主還元も目標

としていた総還元性向40%を捉えるなど、企業価値を

着実に向上させました。また、2016年10月に持株会社

体制に移行し、今後のさらなる成長に向けた経営態勢

の強化も図りました。

当社グループは、これまで国内外で築いてきた事業

基盤、強固な財務基盤、ブランド力、多才で経験豊富な

7万名の人財の力を存分に発揮して、新たな成長を目

指していきます。

そのコンセプトが、「CONNECT」です。2018年度か

らスタートした新中期経営計画の名称も「CONNECT 

2020」とし、各種の取組みをスタートさせています。

この「CONNECT」のコンセプトに基づき、国内外の

グループ各社の多様性を活かした連帯・協働による独

自のシナジー創出や、社外のビジネスパートナーとの

提携・連携の強化といった「つながり」を追求し、これら

前中期経営計画の成果
～「真っ直ぐに」「真っ先に」を
 グローバルに展開～

T O P  M E S S A G E
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期
待 第一生命グループの

事業活動との関連度

新中期経営計画

※「重要課題（マテリアリティ）」の選定プロセス：上記に示した価値創造領域は、「持続可能な開発目標（SDGs）」から導出・分析した50の社
会課題の中から、ステークホルダーの期待および事業活動との関連度の視点に照らし、当社グループにとって重要と判断した課題（マテ
リアリティ）を選定したものです。特に、当社グループの価値創造にあたり優先度が高いものは、中期経営計画の経営戦略・事業戦略その
ものに反映されています。

※「持続可能な開発目標（SDGs）」とは：2015年9月の国連サミットで採択された2030年までの国際目標のことです。持続可能な世界を実現
するための17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。SDGsは発展途上国のみ
ならず、先進国も取り組む普遍的なものです。

第一生命グループは、「一生涯のパートナー」のミッションに基づき、

変革の精神を発揮しながらこれまでの116年の歴史のなかで培ってきた独自の強みを活かして、

社会課題解決を通じた価値創造(人々のQOL向上への貢献)と、

これを通じたグループのさらなる成長を実現していきます。

強みを活かし、社会課題解決と成長を実現

強みをさらに伸ばすためのこれからの戦略

第一生命グループの強み 社会課題解決を通じた価値創造
(QOL向上への貢献)

3つの成長エンジン 企業の価値創造の原動力となる領域
(新中期経営計画「CONNECT 2020」で優先的に推進)

企業の価値創造を支える領域
(成長実現の基盤として、継続的に強化)

成長性・安定性の
バランスのとれた
６カ国での事業展開

海外
生命保険
事業

国内外2社による
日・米・欧の
３大市場への展開

資産運用・
アセット
マネジメント
事業

顧客ニーズの
多様化に対応した
国内3ブランド体制

国内
生命保険
事業

あらゆる人々の
健康の増進

保険普及等による
生活の安定

人生100年時代の
安心した老後 地方振興安心・安全で

住みやすい地域づくり
安心を広げる
先端技術の創出

社会の発展への貢献 女性の活躍推進 労働者の権利保護

企業ガバナンス・
リスク管理の向上

クリーンエネルギー
の普及

エネルギー
利用効率の改善

気候変動
への対応

強固な
財務基盤

多様な人財
ノウハウ

高い
ブランド力

価値創造モデル
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海外生命保険事業 アジア・パシフィックでの事業展開拡大、プロテクティブ買収による
米国市場への展開により、グローバル3極体制を構築

先進国におけるさらなる利益成長とアジア新興国における市場シェアの拡大に加え、
アーリーステージ諸国(メコン地域)への展開による先行者メリット獲得

資産運用・アセット
マネジメント事業

アセットマネジメントOne、ジャナス・ヘンダーソンの発足を通じて
アセットマネジメント事業も日・米・欧の3地域に事業展開先を拡大

日・米・欧の各地域における市場成長の享受、生保各社を含むグループ会社との
シナジーの最大化

イノベーションの創出 InsTech推進体制を構築、外部パートナーとの共同研究・産学連携などを開始
先端技術の活用による利便性・生産性向上の効果獲得と、ラボ機能を核とした
新たなビジネス領域への展開加速

2018-2020年度
新中期経営計画

より多くの
お客さまと
CONNECT

より深く
地域・社会と
CONNECT

より強く
グループ各社が
CONNECT

多様なビジネス
パートナーと
CONNECT

顧客ニーズや経済環境に応じて機動的に商品・サービスを提供する
国内３ブランド体制を確立

国内３ブランド体制を活かしたチャネル強化と多様化の推進、およびQOL向上を
訴求する商品・サービスの提供、外部とのパートナーシップの加速

グループ利益の規模
（イメージ）

億円約1,000

億円約2,100

億円約3,000
億円約2,500

2013-2014年度
中期経営計画

2015-2017年度
中期経営計画

さらなる事業基盤の拡大

CAGR 5-7%（目安）

安
心
の
最
高
峰
を
、

地
域
へ
、世
界
へ

グループの強みを活かして、各事業でさらなる成長を実現事業基盤の拡大・分散

国内生命保険事業

2010年
株式会社化・上場

2017年2013年 2015年 2020年2018年

事業基盤の拡大・分散フェーズから、
各事業がグループの強みを活かし
自らをさらに強く成長させるフェーズへ

新中期経営計画

これまで築き上げてきた事業基盤をベースに、グループシナジーや

多様なビジネスパートナーとの連携も活用しながら、各事業でさらなる成長を目指していきます。

また、こうした成長を基軸としつつ、さらなる事業基盤の拡大にも挑戦します。
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外部環境
認識

経営目標
（計数目標）

重点取組み

項目 目標値

強化を支える仕組み

国内生命保険事業
の強化

会計利益 グループ修正利益

グループ新契約価値

2020年度 2,500億円程度

2020年度 2,300億円程度将来利益
(経済価値)

海外生命保険事業
の強化

イノベーションの創出

ERM
ダイバーシティ &
インクルージョン

資産運用・
アセットマネジメント

事業の強化

●健康など新たな価値を
提供する商品・サービス
の開発

●チャネルの強化・多様化

●（アジア）中核チャネル
強化を通じた
市場シェア拡大

●（米・豪）チャネルの多様化と
新たな成長機会の追求

●InsTechにおける
異業種パートナーとの
連携強化

●グローバルでの
人的連携・交流の加速

●生命保険・アセット
マネジメント事業間
での独自シナジー追求

●事業を通じた、地域社会が抱える課題の解決

国内生命保険

ライフスタイルの多様化

少子高齢化の加速

資産運用・
アセットマネジメント

世界各国での

旺盛な資産形成需要

海外生命保険

アジア市場の高成長

米・豪市場の安定的拡大

要素技術・競争関係
医療・IT技術の進化

市場・競合のボーダレス化

国際規制など
金融環境の不確実性増大

新たな国際資本規制

中長期的に
目指す姿

項目 中長期的に目指す水準

資本効率 EV成長率（RoEV）

資本充足率（経済価値）

中長期的に平均８％以上の成長を目指す

中長期的な時間軸で170～200％到達を目指す健全性

年平均
＋11.5％

「３つの成長エンジン」の強化

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

安心の最高峰を、地域へ、世界へ新中期経営計画

より多くの
お客さまと

CONNECT

QOLを高める
商品・サービス、

チャネルの強化・
多様化の加速

より深く
地域・社会と
CONNECT

事業を通じた
地域社会の
課題の解決

多様なビジネス
パートナーと
CONNECT

グループ外との
協働で

事業の可能性を
拡げる

より強く
グループ各社が
CONNECT

グループシナジーを
さらに発揮し
各社が成長を実現

コンセプト
変化の激しい時代の今こそ、お客さま・社会、多様なビジネスパートナーとの“CONNECT(つながり)”の
あり方を磨き、「あらゆる人々の、自分らしいQOL向上」に貢献できる商品・サービス・チャネルを追求していく

●

● 競争の激しい時代の今こそ、グループ各社の“CONNECT(連帯・協働)”の力を高め、各社それぞれの成長と独自の
シナジー創出を、地域で、世界で実現していく

2018年度からスタートした新中期経営計画「CONNECT 2020」では、外部環境の変化や競争の激化を踏まえ、今後第一

生命グループが強みを活かしつつ、さらに事業基盤を強化・拡大させていくために、グループの各事業を“CONNECT”の視

点からさらに強化し、あらゆる人々のQOL向上に貢献することで成長を実現していきます。
新中期経営計画「CONNECT 2020」では、外部環境変化を踏まえ下記の重点取組みにより、強みとする「３つの成長エンジ

ン」をさらに強化していきます。

2018-2020年度 新中期経営計画の概要

外部環境認識と重点取組み

コンセプトを表現する4つの“CONNECT”

新中期経営計画の経営目標と中長期的に目指す姿

新中期経営計画

新中期経営計画
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より強く
グループ各社が
CONNECT
グループシナジーを
さらに発揮し

各社が成長を実現

より深く
地域・社会と

CONNECT
事業を通じた

地域社会の課題の解決

より多くの
お客さまと

CONNECT
QOLを高める商品・
サービス、チャネルの
強化・多様化の加速

国内生命保険事業
第一生命

自在性の高い商品設計実現
新たな付加価値(健康)提供

代理店チャネル拡大

第一フロンティア生命
財産形成・相続に役立つ商品の機動的提供

委託代理店拡大

ネオファースト生命
新たな付加価値提供(経営者向け・健康)

第一生命の代理店経由での商品供給

海外生命保険事業
チャネルの強化などによる各国シェア拡大

米国市場での買収事業などを通じた成長
メコン地域での保険普及

国内生命保険事業
楽天生命との提携

異業種アフィニティ戦略の強化
(日本調剤・マツモトキヨシなど)

LDH JAPANとの子ども育成などに関する連携
PGA(日本プロゴルフ協会)とのスポーツ振興連携

医療のナショナルセンターとの包括連携

海外生命保険事業
アフィニティ戦略の強化

(コストコ・ホールセール社、Qantas航空など)
提携などによる新たなチャネル確保
（ベトナム郵便・現地有力銀行など）

InsTech
異業種のパートナー企業、大学など研究機関、
世界各国のスタートアップ企業との連携強化

新中期経営計画

国内生命保険事業
第一生命によるグループ商品販売
健康サービスなどのグループ内相互活用拡大

資産運用・アセット
マネジメント事業
グループ内生保との共同商品開発
グループ内生保への高度な
資産運用機能供給

InsTech
日米2拠点のラボ機能設置
開発成果・アウトプットの共同活用

ダイバーシティ＆
インクルージョン
グローバルでの人財連携・交流加速
多様な人財の活躍促進

４つのCONNECTに基づく
事業戦略の展開を通じて、
グループの成長を目指します

多様なビジネス
パートナーと

CONNECT
グループ外との協働で
事業の可能性を拡げる

国内生命保険事業
自治体との連携協定などに基づく
地域課題解決
健康などQOL向上に貢献する
各地域での取組み

海外生命保険事業
各地域における医療・厚生面での社会貢献、
新興国における社会インフラ整備
疾病予防／健康管理ツールの提供

資産運用・アセット
マネジメント事業
ESG投資の積極的な推進
スチュワードシップ活動の実効性向上

新中期経営計画

写真提供：アジア開発銀行
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49,046

2017年3月末2016年3月末2015年3月末 2018年3月末

76,186
68,40661,807

60,000

40,000

20,000

0

（件）

2017年3月期2016年3月期2015年3月期 2018年3月期

27,447

51,550

8,290
923

CAGR
１桁半ば

2017年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

保障性
41％

貯蓄性
59％

保障性
80％

貯蓄性
20％

日本全国のすべての人々のQOL向上に貢献

地域の健康づくりを応援する取組み

お客さまの“健康”

最先端テクノロジーの活用・提携先との相互協力・異業種とのネットワーク

全国47都道府県、自治体との協働
■ 単純な価格競争ではない付加価値を提供
■ ビジネスプロセスを効率化

もっと安心に。もっと私らしく。

一生涯のパートナー “Just” for your life

ぴったりが見つかる
最適なコンサルティング

商品 提案 サービス

現在の
健康状態への
アドバイス

将来の
疾病リスク
チェック

水準を
維持

(一時的要素を控除)
2020年
想定

2017年 中長期での
展望

2020年
想定

2017年 中長期での
展望

国内生命保険
事業

「CONNECT 2020」の戦略

すべての人々のQOL向上に向けた取組み

第一生命

第一フロンティア生命

ネオファースト生命

第三分野新契約年換算保険料
の推移（第一生命）

新契約年換算保険料
の構成比(第一生命)

保有契約高の推移（第一フロンティア生命）

新契約件数の推移（ネオファースト生命）

国内生命保険事業
新契約価値合計

国内生命保険事業
修正利益合計

環境認識・基本戦略

「D-Ambitious」の振返り

生涯設計デザイナーのコンサルティング力強化に加え、

販売を委託する代理店の拡充など、販売チャネルの多様化

を図りました。2018年3月期は保障性商品の販売に注力し

た結果、第三分野の新契約年換算保険料が大きく伸展する

とともに、その販売占率は80%となりました。

資産形成や相続など、お客さまの多様なニーズにお応え

するため、機動的に新商品を発売するとともに、金融機関代

理店とのリレーション強化に取り組み、商品委託代理店数

を拡大させました。その結果、保有契約高は着実に増加し、

金融機関窓販市場においてトップランナーの地位を確立し

ました。

※健康年齢は、株式会社JMDCの登録商標です。

　契約時の健康年齢®※により保険料を決定する商品の発売

など、特徴のある商品投入や、銀行・保険ショップなどの委託

代理店数拡大により着実に成長を遂げ、新契約件数は順調に

増加するとともに、保有契約件数も10万件を突破しました。

生産年齢人口の減少、超高齢化社会の到来、お客さまの

ライフスタイルの多様化、技術革新などにより生命保険業界

を取り巻く環境は大きく変化しています。

当社は、お客さまの「一生涯のパートナー」として、変化す

る社会環境やお客さまニーズに迅速かつ的確に対応するた

めに、国内3ブランド各社（第一生命、第一フロンティア生命、

ネオファースト生命）の商品・サービスを、お客さまに合わせ

た最適なチャネル（生涯設計デザイナー、銀行、保険ショップ

など）で提供するマルチブランド・マルチチャネル体制を構築

しています。また、付加価値の高い商品・サービスの提供や、

効率的な事務体制の構築に向けて、最先端のテクノロジーを

活用した“InsTech”を最優先の戦略課題と位置付け、グルー

プ全体で推進しています。

これらの取組みを通じ、日本全国すべての人々のQOL向

上に貢献するために、「商品」「提案」「サービス」のレベル

アップを実現していきます。

国内3ブランド体制のもと、商品・サービスの相互活用を

拡大するとともに、生涯設計デザイナーのさらなるコンサル

ティング力強化、代理店チャネルの積極拡大によるマルチ

チャネル化を加速します。また、QOL向上を訴求する商品

戦略を展開するとともに、お客さま・社会のニーズの変化を

先取りするパートナーシップを拡大します。これにより、新

契約価値を向上しつつ、利益水準の維持を目指します。
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グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

銀行・証券

商品供給 商品供給

日本全国のすべてのお客さま

その他
ブランド

3ブランド以外
での商品提供

専属チャネル・RM※ 訪問型
代理店

保険ショップ
銀行

ダイレクト
アフィニティ

最先端テクノロジーを活用した取組み

多様なビジネス
パートナーとの協働

全47都道府県（協定など締結済み）
各市町村にてさまざまな取組みを拡大

TOP I C S
営業戦略拠点の増強

お客さまが集中する首都圏地域においては、よりきめ細かなエリア

マーケティングに基づくお客さま接点の強化を図るため、2018年度

より戦略拠点(支社)を増強しました。なお、こうした拠点では業務の

一部を本社組織に集約し、拠点運営の効率化も同時に実現しました。

全国市民マラソン応援プロジェクト

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

高齢者
支援

女性の
活躍推進 安全・防災

子ども・
教育

スポーツ
振興

健康増進

地域
活性化

マルチブランド・マルチチャネル体制

第一生命

地域課題の解決に貢献 異業種パートナーとの協働

マルチブランド・マルチチャネル体制の拡大・進化

QOL向上を訴求する商品戦略

パートナーシップの拡大

「CONNECT 2020」の取組み

国内生命保険事業

保険普及等による
生活の安定

人生100年時代の
安心した老後

あらゆる人々の
健康の増進

安心・安全で
住みやすい地域づくり

新たな付加価値を提供する商品・サービスにより、すべて

のお客さまのQOL向上を図るとともに、健康増進をサポー

トすることにより、「健康寿命の延伸」など日本が抱える課題

へ挑戦していきます。

お客さまニーズや社会環境の変化を捉えながら、お客さ

ま一人ひとりに、その人に最も合った商品・サービスを、そ

の人が最も望む方法で提供するため、生涯設計デザイナー

のコンサルティング力強化に加え、代理店チャネルの積極

拡大やアフィニティとの連携などによるマルチチャネル体制

※ Relationship Manager(法人営業担当者)

の進化により、お客さまの利便性向上に取り組みます。ま

た、第一生命、第一フロンティア生命、ネオファースト生命

の商品・サービスの相互活用に加え、その他ブランドも活用

し、“3ブランド＋α”を睨んださらなるマルチブランド体制

の拡大・進化を図っていきます。

豊かで安心感あふれる生活・社会づくりに努めつつ、「良

き企業市民」として地域社会とともに持続的に発展するこ

とを目指し、全国約4万名の生涯設計デザイナー、約1,300

の拠点を通じ、今後もさまざまな地域課題の解決に貢献し

ていきます。

また、異業種パートナーやナショナルセンターとのパート

ナーシップ拡大により、お客さまが選択可能なチャネルや

情報ネットワークの拡大を図っていきます。

■ 「人生100年時代」における「資産形成」、大切な家族につなぐ・
のこす「資産承継」をサポート

第一フロンティア生命

ネオファースト生命

／

■ 「健康年齢®※1」で保険料を算定

■ 喫煙状況等の健康状況が基準を満たすと、
　満たさない場合よりも保険料が安くなります

※1 健康年齢は、株式会社JMDCの登録商標です。

生保業界初※2

※2 2018年２月第一生命調べ。所定の健康診断書などを提出するだけで、
保険料の割引が適用される商品は生保業界初です。

■健康な人だけでなく、健康増進に取り組む人を
幅広く応援

■健康診断の勧奨を通じて生活習慣の改善を促
進、早期発見・治療を促し重症化を予防(結果
として社会保障給付費の抑制にも貢献)

■健康増進アプリをレベルアップ、健康診断結果
で現在の健康状態と将来のリスクのチェック
が可能に

■商品体系の抜本的見直しにより保障組合せの
自在性が格段に向上、一人ひとりに“ぴったり”
な保険を提供

■万病のもとである糖尿病の合併症に対する新
給付を導入
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5つのナショナルセンターとの情報ネットワーク

国立がん研究センター

国立成育医療
研究センター

国立長寿医療
研究センター

国立国際医療
研究センター

国立循環器病
研究センター



成長市場 安定市場アーリーステージ

成長
戦略

資本
戦略

新興国 先進国

将来の成長に向けた
先行者メリット獲得

トップラインに軸を置いた
各国における市場シェアの拡大、

既存販売チャネルの強化

持続的成長を堅持し、
海外生保事業の利益成長を牽引／

新たな成長機会の追求

限定的な資本投下 成長を支える資本投下 キャッシュフロー創出／
成長機会を捉える資本投下

インド

オーストラリア

メコン地域
（カンボジア・ ミャンマー）

米国

インドネシア タイ

ベトナム

CAGR
10％台 CAGR

約20％

2020年
想定

2017年 中長期での
展望

2020年
想定

2017年 中長期での
展望

海外生命保険事業
新契約価値合計

海外生命保険事業
修正利益合計

海外生命保険
事業

海外生命保険事業の基本戦略

環境認識・基本戦略

「D-Ambitious」の振返り

「CONNECT 2020」の戦略

海外生命保険事業の修正利益は2015年3月期と比べ約

3倍に伸展しました。

プロテクティブは、当社グループの一員となった後、2件の

買収案件を完了。加えて2018年3月期は過去最大級となる

リバティライフ社の保険契約ブロックを買収しました。TAL

は、マルチチャネル化に取り組み、オーストラリアの生保市

場（保障性商品）で5年連続業界トップシェア※となりました。

アジア新興国市場では、第一生命ベトナムによるベトナ

ム郵便や同国有力銀行との提携を通じたチャネル拡大、ス

ター・ユニオン・第一ライフに対する出資比率の引上げによる

成長取り込みなど、各国での事業成長に注力しました。

北米などの先進国市場では、経済成長などを通じた安定

成長が見込まれ、アジアなどの新興国市場では高い経済成

長や保険普及率の向上により、今後も市場成長が見込まれ

ます。

当社の海外生命保険事業は、先進国市場における安定的

な利益貢献と、アジア新興国市場における中長期的な成長

享受双方のバランスがとれたポートフォリオ構築を進めて

います。また、各社の成長ステージや資本水準を踏まえた

ERM※の取組みを通じて成長戦略と資本政策のバランスを

とりつつ、中長期の利益成長を目指しています。

この結果、2018年3月期の海外生命保険事業の利益貢献

額は、グループ修正利益の約2割となっています。
※ERM（Enterprise Risk Management）：リスクの種類・特性を踏まえ、

「利益・資本・リスク」の状況に応じた戦略を策定し、資本効率・企業価値の
向上を目指す取組み。

※2017年12月末時点の保有契約年換算保険料ベース。

750

500

250

0

海外生命保険事業では、生命保険業を通じて各国が抱え

る社会課題の解決や、人々の生活の安定に寄与することを目

指します。

プロテクティブやTALが展開する先進国市場では、チャネ

ル多様化と新たな成長機会を追求して安定した利益貢献を

目指す一方、アジア新興国市場では、トップラインに軸を置き、

既存の販売チャネルの強化や、新たなビジネスパートナーと

の協業などにより市場シェアの拡大を目指します。また、新た

なアジア圏での成長機会に対しても、域内グループ会社の

知見・リソースを活用し、効率的な事業展開を推進します。

（億円）

2015年3月期 2016年3月期 2018年3月期2017年3月期

海外生命保険事業の修正利益の推移
プロテクティブ TAL その他
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海外生命保険事業

ベトナム郵便、現地銀行との独占販売契約により、
ベトナム全土を網羅する販売拠点網を構築

安定収益の確保

非連続の成長と規模のメリット追求

今後も投下可能資本を踏まえ随時検討

■ 既存チャネル(代理人チャネル)の収益性向上
■ 新規チャネル(提携先※・インターネット)による成長追求
※ コストコ・ホールセール社、GEICOなど

■ 当社グループ入り後、買収事業による成長を加速
■ 2015年以降の総投資金額  19億米ドル(３案件)

■ 銀行系チャネルを含むアドバイザーチャネルでの販売拡大
■ 顧客のライフサイクルに即した商品の提供

■ 他業種の顧客基盤を活用した提携販売の推進（オンライン直販
チャネルのプラットフォームを通じたQantas航空との販売など）

■ 提携先とのデジタルマーケティングを活用した販売拡大

■ 既存団体との長期的なパートナー関係の構築
■ 既存団体と連携・協働した商品投入による取引深耕

ダイレクト

団体保険

リテール

成長のグッドサイクル
合理的な資本配分

プロテクティブのビジネスモデル

リテール事業

買収事業

保険普及等による
生活の安定

「CONNECT 2020」の取組み

プロテクティブ

リテール事業と買収事業の相乗効果による独自のビジネスモデルで高い利益成長を継続

TAL

顧客のニーズに応じた商品・チャネルの多様化でオーストラリアにおけるリーディングポジションを維持

第一生命ベトナム

市場を上回る高成長により、
初年度保険料ベースでシェアトップ３

スター・ユニオン・第一ライフ

協業強化などにより銀行窓販を拡大

パニン・第一ライフ

個人代理人数の拡大と
銀行窓販の販売モデルの確立・強化に注力

オーシャンライフ

採用・育成の強化などにより
個人代理人チャネルを強化

TALの販売チャネル

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

今後も持続的な成長を堅持し、
海外生命保険事業の利益成長を牽引

安定市場

トップラインに軸を置き、
チャネルの強化などによって各国における市場シェアを拡大

成長市場

アーリー
ステージ

中長期的な成長が見込めるメコン地域での
事業開始に向け取組みを本格化

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

中長期的な経済成長、生命保険市場の拡大が見込まれ

るメコン新興国への早期進出により、先行者メリットを享受

するとともに、地域統括会社や第一生命ベトナムの知見・リ

ソース活用による効率的な事業運営を推進し、さらなる成

長を目指します。

なお、カンボジアでは2018年3月に、日本の生命保険グ

ループとして初めて子会社を設立し、生命保険事業の開始

に向けた準備を進めています。

米国全土で事業を展開し、リテール事業（生命保険・個人

年金）での資本創出と、その収益を活用した保険契約ブロッ

クの買収事業による事業規模拡大という特徴あるビジネス

モデルで持続的な成長を実現しています。

今後も新たな提携先の強化・拡大や、新規買収によるさ

らなる利益成長を目指します。

経済発展や生活の多様化に合わせ、戦略的に商品を展開

するとともに、個人代理人チャネルのさらなる増強とチャネ

ルの多様化にも取り組むことで、市場シェアを着実に拡大

しており、今後も持続的な成長を目指します。

合弁パートナーとのさらなる協業、ホールセラーの強化、

営業職員（固定給）チャネルにおける高能率職員の育成など、

トップラインと収益力のさらなる成長を目指します。

個人代理人の陣容拡充、銀行チャネル販売員の教育体制

整備・活動管理などによるチャネル強化を継続し、収益性の

向上を目指します。

個人代理人チャネルにおける新人採用・育成の継続、その

担い手となるリーダー層の拡充や職域開拓など、将来の成

長のための基盤整備を通じて、持続的な成長を目指します。保障性商品に特化した戦略を推進し、リテール、団体保

険、ダイレクトの販売チャネルを効果的に活用することによ

り、オーストラリアの保障性市場において、保有契約年換算

保険料ベースで2013年以降、首位を維持しています。

今後も、販売チャネルの強化に加え、ブランド認知度の向

上や商品の多様化、顧客サービスの改善を推進し、堅調な

成長を目指します。

第一生命ベトナムの
リソースを活用

カンボジア

ベトナム

ミャンマー

タイ

駐在員事務所
開設済

子会社設立済
（2018年3月）

既展開国
進出国
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ESG
情報

財務
情報

公社債

44.9%

28.1%

10.4%

7.2%

3.1%

6.2%

株式

外国証券

貸付金

不動産

現預金・コールローン・その他

資産の構成(一般勘定)

ESG投資の推進

資産運用の取組み

収益性を確保しつつ、社会の持続的発展に寄与するESG投資を積極推進

国際開発金融機関の
テーマ型債券投資

写真提供：アジア開発銀行

再生可能エネルギー関連
プロジェクトファイナンス

写真提供：永和電力株式会社

収益性と社会的インパクト創出の
両立を目指す「インパクト投資」

写真提供：株式会社キュアアップ

投資プロセスにESG情報
を組み込む

「ESGインテグレーション」

● 市場動向に応じた機動的な資金配分

● 債券積増し
● デュレーション長期化

金融緩和／低金利環境 金融引締め／金利上昇環境

市場見通しに沿ったリスク性資産への配分
選別的なクレジット投資

● 新規分野への投融資継続
プロジェクトファイナンス、アセットファイナンスなど

● 市場リスクの計画的な削減

● AIの活用などによる市場変動の予兆管理高度化、金利急騰に備えたヘッジポジション

デリバティブの活用などによるデュレーションコントロールなど

● 資本規制などの動向を踏まえた中長期シミュレーションの高度化と、商品開発への貢献

写真提供：双日株式会社 写真提供：Veja Mate Offshore Project GmbH

会計利益向上

ALMの高度化

リスク
コントロール

リスク性資産

確定利付資産

2018年3月末

第一生命の資産運用

資産運用・アセット
マネジメント事業

環境認識・基本戦略

「D-Ambitious」の振返り

社会の発展
への貢献

第一生命では生命保険契約の持つ負債特性を考慮し、長

期にわたり保険金・給付金を安定的にお支払いするために、

ALM（Asset Liability Management）に基づく確定利付資

産を中心とした運用を行っています。また、健全性を十分に

確保したうえで、市場動向に応じたリスク性資産への機動的

な資金配分を行うことで、収益性の向上に努めています。

さらに、従来より機関投資家としての社会的責任を踏まえ

た投資（責任投資）に積極的に取り組んでおり、投資先の企業

価値向上を目指す「スチュワードシップ活動」と、社会課題解決

と運用収益の両立を目指す「ESG投資※」を推進しています。

「CONNECT 2020」の戦略・取組み

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

安定的な運用収益の確保

※ESG投資：環境・社会・コーポレートガバナンス（ESG）に関する要素を考
慮した投資手法。

当面は国内の低金利環境が継続すると見込んでおり、こう

した環境下においても、安定した運用収益を獲得するため

に、基本戦略で紹介した取組みを加速させます。また、デリバ

ティブの活用などによるデュレーションコントロールや、AI

の活用などによる市場変動の予兆管理体制の高度化、急激

な金利上昇に備えたヘッジポジションの構築などを通じたリ

スクコントロールを行うことで健全性の向上も目指します。

加えて、引き続きスチュワードシップ活動の実効性向上と

ともに、収益性確保と社会課題解決に資するESG投資を高度

化させることで、責任投資の深化を図ります。

これらの取組みを通じ、安定的な収益力・健全性を確保す

るとともに、社会課題の解決に貢献することで、ステークホル

ダーの期待に応え続けます。

国内で低金利が続く一方、米国の利上げ開始やトランプ大

統領の誕生、英国のEU離脱選択などがあり相場の変動性が

高まりました。こうしたなか、外国債券の投資対象を拡大する

とともに、プロジェクトファイナンスなど新規・成長分野への

投資拡大など、収益力強化とリスク分散に取り組み、結果と

して5期連続での順ざやを達成しました。

また、スチュワードシップ活動の実効性向上を目的に2017

年より責任投資推進室と責任投資委員会を設置しました。さ

らに、ESG投資の高度化に向けて、2017年より運用収益の獲

得と社会的インパクトの創出を目指す「インパクト投資」を開

始するなど、態勢強化を図りました。こうした取組みが評価さ

れ、2018年3月には環境省「持続可能な社会の形成に向けた

金融行動原則」環境大臣賞を受賞しました。
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6,000

4,000

2,000

0

5,000合計約 億円

お客さま 資産形成ニーズ 保障ニーズ

アセットマネジメント事業
運用商品・販売チャネルの相互活用

運用商品
(投資信託など)

の提供

保険商品の提供

運用能力の供給

中長期での展望

大幅増加

第2総合口（2014年発売） 債券総合口（2016年発売）
債券総合口ハイブリッド型（2017年発売） 年金債務対応総合口（2017年発売）

（億円）

2017年 2020年想定

欧州

日本

米国

1999年 発足

2017年5月 経営統合

2018年3月末
受託資産

2016年10月 経営統合 57兆円

2018年3月末
受託資産

40兆円

みずほ信託
みずほ投信
新光投信

2012年 業務提携・出資

ソリューション提供型商品受託実績（第一生命・特別勘定）

アセットマネジメント事業
修正利益

アセットマネジメント事業の役割

環境認識・基本戦略

「D-Ambitious」の振返り

保険普及等による
生活の安定

人生100年時代の
安心した老後

国内生命保険事業 海外生命保険事業
■ 競争力のある運用ソリューションの提供
■ 第一生命との特別勘定運用商品の共同開発

■ 競争力のある運用ソリューションの提供

2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末

アセットマネジメント事業

資産運用・アセット
マネジメント事業

アセットマネジメント事業の変遷

「CONNECT 2020」の戦略・取組み

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

統合効果の最大化による利益貢献の加速

アセットマネジメントOneとジャナス・ヘンダーソンは、統

合後マネジメント（Post Merger Integration）の完了を見据

え、今後は統合によるシナジーを発揮し、利益成長を目指す

ステージへと移ります。

当社は、2018年5月にジャナス・ヘンダーソンの関連会社

化を完了し、今後は、アセットマネジメントOneとともに両社

の高い利益成長を享受し、グループへの利益貢献を拡大して

統合効果の最大化などにより、アセットマネジメント事業

の修正利益は大幅に増加する見通しであり、グループシナ

ジーの創出も含め、当社グループ全体の利益成長を牽引し

ます。また、中長期的にもさらなる収益拡大を目指します。

グループ
各社

お客さま 地域・
社会

ビジネス
パートナー

CONNECT

QOL向上への貢献を通じた社会価値の創造

いきます。

また、両社間では、運用商品や販売チャネルを相互に活用

し、投資信託の相互販売の拡大や運用商品の共同開発などに

より、さらなる連携強化を図ります。加えて、国内外グループ生

保会社に対し、競争力のある運用能力・ソリューションの供給

を拡大し、グループシナジーの創出に向けた取組みを加速し

ていきます。

アセットマネジメント事業の両社と国内外生保事業のグ

ループ各社がより強くCONNECTすることで、より多くのお

客さまの資産形成ニーズなどにお応えし、QOL向上への貢

献を通じた社会価値創造の拡大を目指します。

当社は、みずほフィナンシャルグループと設立したアセット

マネジメントOne、米国・欧州を中心にグローバルに事業を

展開するジャナス・ヘンダーソングループ（ジャナス・ヘン

ダーソン）を通じて、国内外でアセットマネジメント事業を展

開しています。

アセットマネジメント市場は、世界全体で9,000兆円を超

える巨大な市場であり、先進国におけるリタイアメントニー

ズの高まりや新興国の経済成長などにより、市場は引き続き

高い成長が見込まれています。

当社は国内外のアセットマネジメント事業への参画によっ

て、高い市場成長性やアセットマネジメント会社の高い収益

性の享受を目指しています。また、アセットマネジメント会社

が持つ専門的で高度な資産運用能力を国内外のグループ生

保会社へ供給し、運用受託や商品の共同開発を行うなど、当

社独自のグループシナジーを追求しています。

アセットマネジメントOne、ジャナス・ヘンダーソンの発足

により、当社アセットマネジメント事業は、世界の主力市場の

成長性を享受できる3極体制（日・米・欧）となりました。

第一生命、第一フロンティア生命への運用能力の供給拡大

や、米プロテクティブに対する運用能力の供給開始など、グ

ループ内でのシナジーも順調に拡大しています。例えば、ア

セットマネジメントOneと第一生命が共同開発したソリュー

ション提供型商品（特別勘定向け）の受託実績は順調に増加

しています。

（注）受託資産残高は、2018年３月末の為替レートで円換算
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イノベーションの創出

デジタル手続

RPA化（業務数）

生産性向上（働き方改革などの効果含む）

東京とシリコンバレーにラボを設置することで、
グローバルでの連携を強化し、海外の先端技術を積極的に導入

保険ビジネスのウイング拡大

生命保険と親和性の高いヘルスケア領域 シニア層向けの価値提供

20182017

新たな商品・サービスの開発

2020

安心を広げる
先端技術の創出

あらゆる人々の
健康の増進

あらゆる人々の
健康の増進

安心を広げる
先端技術の創出

安心を広げる
先端技術の創出

ご加入可能範囲の拡大

最先端解析技術の活用研究

遠隔医療

ヘルスケア
プラットフォーム

ビッグデータ
解析

新組織・
パートナーシップ

Dai-ichi Life
Innovation Lab

外部パートナー企業など

高額医療・リハビリ 疾病予防介入

再保険 損保元受 資産設計 ニッチ保険 事務受諾

介護・見守り スマートシティ 教育・就労支援

人生100年時代の
安心した老後

安心・安全で
住みやすい地域づくり

保険普及等による
生活の安定

保険普及等による
生活の安定

保険普及等による
生活の安定

1～2年

3年程度

5年程度

Dai-ichi Life Innovation Lab 
Tokyo

Dai-ichi Life Innovation Lab
 Silicon Valley

「健康年齢®※」

糖尿病治療中、高血圧治療中、
関節リウマチ、慢性腎炎、

気管支喘息、不整脈、脊椎損傷

医療ビッグデータ解析によって保険引受基準の見直しを

進めてきました。これにより、年間約12,000件（第一生命の新

契約件数約1%に相当）の契約を新たに引き受けることができ

るようになりました。また、解析結果に基づき、健康年齢®※、

健康診断割引などの新たな商品・サービスを開発しました。

今後もビッグデータ解析を活用したQOL向上、健康寿命

の延伸への貢献を目指します。

各種手続きのデジタル化などによるお客さまの利便性向

上と、RPA※・AI技術の導入などを通じた生産性向上に取り

組んでいます。これらの取組みと、働き方改革などによっ

て、今後5年程度で2,100名分の人財リソースを成長分野

にシフトしていきます。

第一生命グループでは、保険ビジネス（Insurance）と
テクノロジー（Technology）の両面から
生命保険事業独自のイノベーションを
創出する取組みを“InsTech”と銘打ち、
最優先の戦略課題として推進しています。

医療ビッグデータの解析・活用 先端技術活用による利便性・生産性の向上

イノベーション創出の加速

紙
300万件

2,000
業務

80  業務

3,000
業務

紙
103万件

デジタル
197万件

デジタル
255万件

紙
45万件

85%

現在 2020年 2022年

現在 2020年 2022年

既存のビジネスモデルの延長や単なる価格競争にとどま

らない、新たな市場・競争軸をつくり出すために、イノベー

ションの創出を加速しています。2018年4月には、東京・渋谷

と米国シリコンバレーに「Dai-ichi Life Innovation Lab」を

創設し、機動的に小規模な概念実証（＝Proof of Concept）

などを繰り返すことで、ヘルスケア領域やシニア層を対象と

した領域において新しい付加価値の提供などによる市場創

造・需要開拓に取り組んでいます。

「保険ビジネスのウイング拡大」「生命保険と親和性の高いヘルスケア領域」「シニア層向けの価値提供」の
３つを軸に新たな社会価値創造の追求を志向

顧客インターフェースのデジタル化、
事務オペレーションのオートメーション化により
利便性・生産性を飛躍的に向上

社内外の医療ビッグデータ解析による
さらなるご加入可能範囲の拡大、
新たな商品・サービスを提供

数百名分

約1,000名分

2,100名分

※ RPA: Robotic Process Automation

※ 健康年齢は、株式会社JMDCの登録商標です。
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利益

資本 リスク

資本効率
（RoEV
8%以上） 

リスク・
リターン

健全性
（ESR 170～200%）

規律ある資本配賦運営

資本とキャッシュの創出 株主還元・内部留保

新契約価値の
積み増し

株主還元(安定的な株主配当＋
機動的な自己株式取得)

財務健全性の維持・向上、
資本の充実

高資本効率・成長分野への
資本再配賦

市場環境を踏まえた
リスクコントロール

資本配賦
運営

最
適
な
バ
ラ
ン
ス

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（億円）

2014年3月末 2015年3月末 2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

株主資本

追加責任準備金

危険準備金・価格変動準備金

劣後債務 100

75

50

25

0

（円）
40

30

20

10

0

（%）

2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期（予）

1株当たり配当金 総還元性向

資本充足率（経済価値ベース）

200

150

100

50

0

（％）

2015年3月末 2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

自己
株式取得
160億円

自己
株式取得
150億円

自己
株式取得
230億円

自己
株式取得
390億円

※総還元性向＝（株主配当総額＋自己株式取得総額）／グループ修正利益
（2016年3月期までは連結修正純利益）

※2017年3月末より、保険負債評価に際して期待資産運用収益率を反映し
ています。

20
28

35
43

50

147

98

151※

132

170

30 30

35

40
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第一生命グループでは、エンタープライズ・リスク・マネジ

メント（ERM）に取り組んでいます。ERMとは、リスクを適正

にコントロールし健全性確保を図る一方で、より高い利益が

見込める事業などに資本を配賦していくことで資本効率・

企業価値向上を実現する取組みです。

2017年度は、国内外で金融経済環境の改善などがあった

ものの、国内のマイナス金利政策に伴う低金利環境の継続や

世界的な地政学リスクの高まりなど逆風もありました。また、

先端技術の発展に伴う新たな価値創造に向けたグローバル

な競争の激化、異業種による保険事業の進出など、当社

グループを取り巻く環境はめまぐるしく変化しています。

このような変化の激しい時代だからこそ、ERMの枠組み

に基づく取組みをより一層強化し、規律ある資本配賦を通じ

た資本水準の確保・資本効率向上を図ることで、持続的な

企業価値の向上を目指していきます。また、グローバルに

活動する保険会社に対する新たな資本規制が検討されて

いることも踏まえ、引き続き財務健全性の維持・向上に取り

組んでいきます。

当社グループは、グループ資本コスト以上の資本効率を

目指し、中長期的に平均8%以上のEV成長（RoEV）を目指

しています。

2017年度は、新契約価値の積み増しや第一生命を中心に

デリバティブを活用した金利リスクの削減などに取り組ん

だことに加え、InsTech分野への投資やプロテクティブによ

る米国の個人保険・年金の既契約ブロックの買収など、資本

コストを踏まえた適切な資本配賦を実践しています。

こういった取組みを積み重ねた結果、2010年3月末の

グループEEVを起点として、2018年3月末までの上場来の

8年間のEVの変動率は年率換算の平均値で11.5%となり、

中長期的に目指す姿である8%以上を達成しています。

資本政策の考え方

資本効率の向上

ERM取組みを通じた資本効率・企業価値向上

当社グループの資本基盤

株主還元実績

当社グループでは、経済価値ベース、会計ベースおよび

規制ベースで、各種リスクを統合し自己資本などと対比す

ることなどにより、健全性をコントロールしています。

2017年度は、健全性の向上に向け、事業活動を通じた利

益の積上げによる資本水準の向上やリスク性資産のコント

ロールなどに取り組みました。

加えて、現在、グローバルに活動する保険会社に対する

新たな資本規制が検討されていることも踏まえ、継続的に

リスク管理指標を高度化しています。

　国際資本規制導入までの時間的猶予も活用し、規律ある

リスクコントロールを通じ、中長期的な時間軸で経済価値

ベースの資本充足率（ESR）が安定的に170～200%の範

囲内で推移することを目指していきます。

財務健全性の維持・向上 株主還元方針

当社グループの資本充足率（ESR）の状況

2017年度の株主還元は、前年度比7円増配となる1株当た

り50円の株主配当と、2018年5月15日に公表した自己株式

取得（上限390億円）により、前中期経営計画「D-Ambitious」

期間中に掲げた総還元性向を40%まで引き上げる方針を

達成する見込みです。また、株主配当については5期連続増

配、自己株式取得は4年連続の実施となります。

今後も、株主還元は安定的な株主配当を基本とし、グルー

プ修正利益に対する総還元性向40%を目処としつつ、利益

成長に伴う株主還元の充実を図ります。毎期の株主配当に

ついては、業績動向、市場環境、規制動向などを総合的に勘

案し決定していきます。自己株式取得については、業績動

向、資本の状況などを勘案しつつ実施を検討していきます。

資本政策・ERM

規律ある資本配賦を通じて、
資本水準の確保・資本効率の向上を図り、
持続的な企業価値の向上を目指します。

経営企画ユニット担当 常務執行役員 山本 辰三郎
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1. 金融市場の大幅悪化（大幅な金利低下など）
2. 大災害（大地震、パンデミックなど）の発生
3. 環境変化（人口減少、お客さまニーズの変化など）への
　不適応
4. サイバー攻撃、システム障害などに起因する信頼毀損
5. 規制変更に伴う規制資本の不足、競争力の低下

多様化するお客さまの価値観・ニーズや、さまざまな地域

課題を先取りし、「本当にお客さまに喜ばれるもの」「地域社

会に貢献できること」をお届けするためには、わたしたちも

多様性に富んだ人財・組織である必要があります。加えて、

社員一人ひとりがかけがえのない個性を発揮し、自分らし

く健康でいきいきと働くことができる企業文化・風土、ライ

フスタイルに合わせた多様な働き方ができる制度、そして

働き方改革の推進によって、社員一人ひとりの「働きがい」

を高めていくことが、第一生命グループがダイバーシティ＆

インクルージョンを推進する目的です。

「働き方改革」「人財育成」「ダイバーシティ＆インクルー

ジョン推進」を社員一人ひとりが自分ごと化し、互いに尊重

しあい実践していく。一人ひとりの一歩は小さくとも、7万名

の社員全員の一歩はやがて大きなうねりとなり、イノベー

ションや新たな価値創造を実現していきます。

「共に尊重し、共に学びあい、共に成長する」

わたしたちは、これからも第一生命グループ全体で多様

な個性が輝き、「価値創造シナジー」を発揮することで、日本

および世界各国で選ばれ続けるグローバル保険グループ

を目指していきます。

第一生命グループが取り組んでいるERMは、健全性の強化

と企業価値の向上の両方を同時に実現させていく取組みです。

企業価値の安定的な向上を実現するためには、適切なリスク

管理が不可欠である一方で、グループの企業価値の安定的な

向上なくしては、グループの健全性の強化は実現できません。

「グループの企業価値の安定的な向上」を達成すべきゴー

ルとしてフォーカスし、お客さま目線の徹底により社会的課

題を解決することが当社グループの企業価値の持続的な向

上につながり、ひいてはグループの健全性の強化にもつなが

ることを常に意識して、リスク管理に取り組んでいます。

また、当社グループでは、リスクテイク方針を定め、リスク

カテゴリーごとにリスクテイクのスタンスを定めています。

このリスクテイク方針のもと、市場関連リスクをコント

ロールしつつ、保険リスクを適切な価格設定や商品戦略の

もとでテイクするとともに、国内外の成長分野に積極的に

取り組んでいくスタンスで戦略を策定しています。

リスク管理にあたっては、生命保険事業を通じてお客さまに

提供している生命保険商品の本質を理解することが重要です。

生命保険商品には他の金融商品とは異なるさまざまな

特性があります。例えば、保険期間が数十年やそれを超え

る超長期にわたる商品であることや、キャッシュフローが死

亡率や疾病罹患率などによって変動するという不確実性が

あること、さらには、保障性商品においてはお客さまに対する

ニーズ喚起が必要であることや、一定規模の被保険者群団

の形成が前提となることなどです。

このような生命保険の特性を背景とする当社グループの

事業特性や収支構造を正しく理解したうえでリスク管理を

行っていくことが、当社グループのリスク管理において大切

であると考えています。

また、保険事業を取り巻く環境がめまぐるしく変化する

今日では、フォワードルッキングなリスク管理、プロアクティ

ブなリスク管理が必要です。例えば、M&Aの実施や新商品

開発など、グループに大きな影響を及ぼす重要な案件につ

いては、確実な成功につながるよう、その計画段階からリス

ク管理の視点を組み入れ、事業推進所管と協働して、同時

並行的にリスク管理を進めています。

当社グループでは、経営に重要な影響を及ぼす可能性の

ある予見可能なリスクを特定し、これらのリスクを踏まえた

事業計画の策定を推進することで、予兆段階から適切に対処

するリスク管理を実施しています。

ERMの推進とリスク管理

当社グループにおけるリスク管理の考え方

重要なリスクの特定

第一生命グループの主な重要なリスク

ダイバーシティ＆インクルージョン

「共に尊重し、共に学びあい、共に成長する」
7万名の歩みでイノベーションと
新たな価値創造の実現を

人事ユニット担当 執行役員 渡邉 寿美恵

労働者の
権利保護

女性の
活躍推進

リスクマネジメント

生命保険の本質を捉えたリスク管理、
プロアクティブなリスク管理を通じて、
健全性強化と企業価値向上を図ります。

リスク管理統括ユニット担当 執行役員 髙田 久資
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女性役員数 女性管理職比率

育成体系階層

アシスタント
マネジャー

部長

ライン
マネジャー

マネジャー

役員によるコミットメント

上
位
職
の
女
性
に
よ
る
育
成
支
援

女性社長塾

次世代女性経営塾

ラインマネジャー育成に向けた
部門による人財育成の強化

次世代女性リーダー塾

経営管理職

マネジャー

アシスタント
マネジャー

アソシエイト
（業務

リーダー含む）

グループ
イニシア
ティブ
タスク

フォース
（GITF）

グループ
人財交流

（GTEX）

グローバル
プール

アセスメント
（GPA）

グローバル
マネジ

メント力
強化研修

海外留学・
トレーニー
（キャリア
チャレンジ

制度）
海外

チャレンジ
クラブ

海外OJT
研修

グローバル
タレント
シーズ

（GTS）

グローバル
リーダー

シップ
プログラム
（GLP）

海外短期
留学

2018年4月

25.2％6名
うち内部登用
執行役員2名

第一生命チャレンジド
「障害者活躍企業」認証
（2017）

「健康経営銘柄」
（2015）

「プラチナくるみん
認定」（2015）

work with Pride
「PRIDE指標」
Gold受賞（2017）

グローバルな視点で競争力の高い人財を確保・育成する

ため、「グローバル人財育成プログラム」による能力開発や

外国人留学生の採用など、さまざまな取組みでグローバル

人財の育成を強化しています。また、各国の海外グループ

会社が集まり、階層・セクション別での人財交流やベストプ

ラクティスなどの共有を通じて、グループ内のシナジーを発

揮していくことを目的とした会議・研修などを定期的に実施

しています。

「意識・風土の改革」「能力開発の充実」「ワーク・ライフ・

バランスの推進」の3本柱で取組みを推進しています。特に

次世代女性リーダーの育成に注力し、役員の育成への直接

関与や上位職の女性によるロールモデル提供などにより、

女性管理職候補者の意識改革に取り組んでいます。引き続

き、女性管理職比率においては、「中期経営計画期間25％

以上」の目標を掲げ、「2020年代30％」を目指し、女性リー

ダーの安定輩出と定着を推進していきます。

※当社および国内生保3社（第一生命・第一フロンティア生命・ネオファース
ト生命）の合算。

障がい者を積極的に採用する

とともに、働きやすい環境の整備

に取り組み、全国で965名の障が

いのある社員が活躍しています。

（2018年6月時点。障がい者雇

用率2.2%）

「第一生命の人権宣言」にお

いて基本的な人権の尊重を明

確に打ち出しているほか、研修

やセミナーによる社員の理解促

進や休暇制度・社宅の拡大適用

など、LGBTフレンドリーな企

業を目指した取組みを推進して

います。

ファミリーフレンドリー制度（両立支援制度）とワークスタ

イル変革の2本柱で取組みを推進しています。両立支援制度

の戦略的活用促進やテレワーク推進とともに、管理職向けの

アンコンシャスバイアス

（無意識の偏見）研修など

の実施により、多様な働き

方への理解促進にも努め

ています。

現役世代のみならず、定年後も長年培ってきたスキルや経

験を有する意欲・能力のある人財が活躍できる制度を整備し

ています。また、中高年層のキャリアサポートおよび定年後

再雇用支援の一環として、定年前の段階から経験・スキルを

充実させ、定年後再雇用後の業務を円滑に行っていくための

支援制度（マスターチャレンジ制度）も整備しています。

ダイバーシティ＆インクルージョン

グローバル人財育成プログラム

グローバル・ダイバーシティ

グローバル人財の育成と
グループシナジーの加速

女性の活躍推進

社員の力を最大限に発揮できる
職場環境づくりと人財育成

障がい者の活躍推進

ノーマライゼーションの実現

LGBTへの理解促進

LGBTフレンドリーな企業

社員のQOL向上

ワーク・ライフ・バランスの推進

シニアの活躍推進

長きにわたるスキル・経験は会社の財産

次世代女性リーダーの育成体系
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稲垣　少子高齢化の加速や低金利政策の継続を背景に、

日本の生命保険業界がますます厳しい環境に置かれるなか、

第一生命は事業基盤のさらなる強化を目指して「事業分散・

地域分散」に積極的に取り組んできました。ここ10年の間

に、国内では第一フロンティア生命とネオファースト生命の

開業によって3生保体制を確立するとともに、グローバル企

業グループへの成長に向けてアジア・パシフィック地域へ

の事業展開を推進してきました。

　そして、この海外展開における大きな節目が、世界最大の

生命保険市場である米国市場への進出でした。競争の非常

に厳しい同市場におけるグループの戦略に合致する形での

事業基盤の確立は、当社にとってチャレンジングな取組み

でした。そうしたなかで、米国の生命保険業界で100年以上

の歴史を持ち、独自性と戦略性に優れたビジネスモデルを

有するプロテクティブがパートナー候補にあがったのです。

ビーレン　第一生命からの買収の打診は、プロテクティブ

にとっても歓迎すべきことでした。当社は歴史ある上場企業

で経験豊富な経営陣と社員を擁しています。世界的な金融

グループに加わることができれば、財務面はもちろん、

ブランド力をはじめとする非財務面の経営資本も強化され

ると考えました。

　また、企業文化の面でも第一生命には共感できることが

多くありました。当社と同じく、第一生命も100年以上の歴史

を持つ生命保険会社であり、長期的な視点に基づく経営を

志向しています。創業当初から「お客さま第一主義」という

経営理念を掲げ、お客さまの“一生涯のパートナー”として、

長期にわたってその安心を支えてきたことに私たち経営陣

は強く共感しました。

稲垣　2015年にプロテクティブを子会社としてグループ

に招き入れることができたわけですが、PMIは予想以上に

順調に進んだと感じています。

ビーレン　私たちは当初から、これが第一生命にとって

純投資ではなく、私たちをグループの新たなメンバーとして

迎えているのだということを実感していましたからね。

グループの一員になったことで、さらなる成長機会が生ま

れています。

稲垣　プロテクティブを第一生命グループに迎えたことに

よる成果の一つは、利益成長への貢献です。プロテクティブ

の2018年3月期の修正利益は約350億円となり、グループ

修正利益に占める海外事業の割合は約2割に達しています。

ビーレン　プロテクティブの側から言えば、グローバル企業

の一員になったことで、外部からの評価が大きく改善した

ことが最大の成果です。財務基盤が強化され、財務面の柔

軟性が向上したことで、独立企業の時には難しかった大型

の買収も手がけられるようになりました。

　実際、グループ加入後に当社は3件の買収を成功させて

います。こうした取組みを通じて成長を実現してきたこと

で、私たち自身もグループの利益成長への貢献を実感して

います。

稲垣　もう一つ大きな成果があります。それは、米国市場で

ユニークなビジネスを展開しているプロテクティブをグ

ループに迎えたことで、新たな成長基盤の構築につながる

多くの学びを得られていることです。“グローバルな舞台で

戦える企業”になるための基盤づくりという意味では、これ

が最大の収穫と言っていいでしょう。

　期待以上に多くの相乗効果が生まれており、例えば、シリ

コンバレーにイノベーションラボを設置して、有力なベン

チャー企業へのアクセスを確保できたこともその一つです。

新たなサービスや技術を日本国内へ導入できるよう、現地

の新興企業と本格的に協議を進めています。また、このシリ

コンバレーへの進出を通じて、第一生命グループが商品・

サービスの拡 充や業 務の変 革に向けて注力している

「InsTech（Insurance Technology）」の取組みも加速し

ています。

ビーレン　新たな技術分野へのアクセスという点は私たちも

同様です。プロテクティブでは、第一生命からの買収提案の

前からシリコンバレーの企業との連携は進めていましたが、

第一生命グループに加わって、新たな技術分野の調査や研究

におけるスケールメリットの享受が可能になったことは成果

として強調しておきたいですね。

　また、グループの手厚いサポートを受けられるようになっ

たことで、長期の企業成長に向けた新しい取組みを進められ

るようになったことも非常に大きなメリットであると感じてい

ます。顧客サービスや代理店サポートの拡充をはじめ、ダイレ

クトチャネルにおけるプラットフォームの整備、ビッグデータ

を活用したアンダーライティングの簡素化など、あらゆる領

域で業務改善を推進しています。

ビーレン　グループ加入後もプロテクティブが効率的に事

業を進められるのは、「現地に経営を任せる」という第一生

命ホールディングスの方針が大きいと思います。経営判断の

スピードはグループ加入前と変わりありません。

稲垣　プロテクティブは経験豊富で多様性が確保された取

締役会を有していますので、その経営判断を尊重していま

す。各国の経営陣にそれぞれの運営を任せるという方針は、

ほかの地域のグループ会社でも同じです。海外企業の

M&Aを推進した渡邉会長は、「Respecting each other, 

learning from each other, growing together（共に尊

重し、共に学びあい、共に成長する）」という言葉を用いてグ

ループマネジメントの基本姿勢を示しましたが、これには私

たちの哲学が簡潔に込められていると思います。生命保険

事業は地域性の高い事業であり、グループ会社のガバナン

スに関しては、各国で優れた体制を整備していくことが最

善の策であると考えています。

ビーレン　そうした方針には感謝しています。プロテクティブ

の成長戦略は、リテール事業と買収事業の「好循環モデル」

を核にしています。リテール事業の規模拡大の有効な手段

として、他の生命保険会社から既契約ブロックを買収する

ことで高い成長を実現してきました。買収事業において、

迅速な意思決定ができることは非常に重要です。

稲垣　プロテクティブの買収事業について、ビーレン社長

の判断力や経験豊富な現地社員を信頼し、尊重していま

す。もちろん、買収候補先のデューデリジェンスの結果や、

買収が実現しなかった案件に関する情報なども含めて、私

たちはその活動内容を常に把握していますし、ハードル

レートを設定して、買収額に応じた厳格な判断基準も定め

ています。

ビーレン　事業会社と持株会社の関係を表すキーワードは

「信頼と透明性」であると考えています。私たちも、事業戦略

や役員人事などガバナンスに必要なあらゆる情報を迅速に

報告・相談しています。プロテクティブの取締役会における

決定事項は持株会社に定期的に報告するとともに、私も毎

年3、4回は日本を訪れて持株会社の経営陣と密にコミュニ

ケーションをとっています。

稲垣　将来的には、グローバルガバナンス体制の整備が必要

だと考えています。ビーレン社長をはじめ、オーストラリア

のTALや第一生命ベトナムの経営トップなどと協議を重ね、

各グループ会社から多くの現地情報を収集してグループ

戦略に活かしていくことが次のステップになるでしょう。

稲垣　私はグループ各社が持つ知見・ノウハウやリソース

を相互に活用することで、グローバルにさらなる成長を実現

していきたいと考えています。プロテクティブは新たなビジ

ネスアイデアを生む多くの知見・ノウハウを提供してくれて

います。

ビーレン　私たちは、考え方をより多様化させ、プロテク

ティブだけではなくグループ全体で経験を共有していくと

いう想いを持っています。プロテクティブは、この点におい

て、異業種との連携で貢献していると考えています。例え

ば、コストコ・ホールセール社との提携では、同社の会員と

ウェブサイトを通じて直接取り引きすることで高い業績を

上げています。同社との提携は、米国の生命保険業界では

非常に珍しい取組みであるとともに、デジタル化の流れに

も対応したものです。

稲垣　それこそが私たちが求めているストーリーです。

新規顧客を効率的に開拓できる流通・販売経路の確保は、

全グループ会社が取り組んでいる課題であり、本事例にな

らった取組みをグループ各社でも推進しています。今後も、

グループ各社の経営層が集まるグローバル・マネジメント・

カンファレンスなどの場を通じて各社の知識やノウハウを

共有していくことで、グループ全体の大きな強みになってい

くと信じています。

ビーレン　リテール事業と買収事業の好循環モデルによっ

て成長してきたプロテクティブには買収事業を担当する専

門チームがあり、同事業に関する独自の考えと経験・ノウハ

ウを蓄積しています。各市場の独自性を踏まえた上で、それ

らをほかの地域のグループ会社と共有できれば、グループ

の成長にとって非常に有益だと思います。

稲垣　おっしゃるとおりです。第一生命グループでは、

2018年度から新中期経営計画「CONNECT 2020」がスター

トしています。海外生命保険事業では、プロテクティブを

はじめ先進国市場での着実な利益成長と、アジアの新興国

市場での収益拡大を組み合わせ、バランスのとれた事業

ポートフォリオによって持続的成長を実現していきたいと

考えています。成長の原動力として大いに期待しています。

ビーレン　「CONNECT 2020」の目標を達成できるよう、

私たちもさらなる相乗効果の拡大を追求していきます。

これからも良きパートナーとして絆を深めていけることを

期待しています。

特集

第一生命ホールディングス株式会社
代表取締役社長

稲垣 精二

プロテクティブ
社長兼CEO

リチャード ビーレン

価値観を共有するパートナーとともに
グローバル市場での成長を目指す

新たな成長基盤の構築につながる
さまざまな相乗効果を創出

米国プロテクティブのPMIが着実に進展し
さまざまな相乗効果が生まれています
第一生命グループは、2015年に米国の生命保険会社・プロテクティブをグループに加え、
PMI（Post Merger Integration）を進めてきました。
同社がグループの一員となったことによる成果や今後のグループの成長戦略をテーマに、
第一生命ホールディングスの稲垣社長とプロテクティブのビーレン社長が意見を交わしました。

プロテクティブのPMI
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稲垣　少子高齢化の加速や低金利政策の継続を背景に、

日本の生命保険業界がますます厳しい環境に置かれるなか、

第一生命は事業基盤のさらなる強化を目指して「事業分散・

地域分散」に積極的に取り組んできました。ここ10年の間

に、国内では第一フロンティア生命とネオファースト生命の

開業によって3生保体制を確立するとともに、グローバル企

業グループへの成長に向けてアジア・パシフィック地域へ

の事業展開を推進してきました。

　そして、この海外展開における大きな節目が、世界最大の

生命保険市場である米国市場への進出でした。競争の非常

に厳しい同市場におけるグループの戦略に合致する形での

事業基盤の確立は、当社にとってチャレンジングな取組み

でした。そうしたなかで、米国の生命保険業界で100年以上

の歴史を持ち、独自性と戦略性に優れたビジネスモデルを

有するプロテクティブがパートナー候補にあがったのです。

ビーレン　第一生命からの買収の打診は、プロテクティブ

にとっても歓迎すべきことでした。当社は歴史ある上場企業

で経験豊富な経営陣と社員を擁しています。世界的な金融

グループに加わることができれば、財務面はもちろん、

ブランド力をはじめとする非財務面の経営資本も強化され

ると考えました。

　また、企業文化の面でも第一生命には共感できることが

多くありました。当社と同じく、第一生命も100年以上の歴史

を持つ生命保険会社であり、長期的な視点に基づく経営を

志向しています。創業当初から「お客さま第一主義」という

経営理念を掲げ、お客さまの“一生涯のパートナー”として、

長期にわたってその安心を支えてきたことに私たち経営陣

は強く共感しました。

稲垣　2015年にプロテクティブを子会社としてグループ

に招き入れることができたわけですが、PMIは予想以上に

順調に進んだと感じています。

ビーレン　私たちは当初から、これが第一生命にとって

純投資ではなく、私たちをグループの新たなメンバーとして

迎えているのだということを実感していましたからね。

グループの一員になったことで、さらなる成長機会が生ま

れています。

稲垣　プロテクティブを第一生命グループに迎えたことに

よる成果の一つは、利益成長への貢献です。プロテクティブ

の2018年3月期の修正利益は約350億円となり、グループ

修正利益に占める海外事業の割合は約2割に達しています。

ビーレン　プロテクティブの側から言えば、グローバル企業

の一員になったことで、外部からの評価が大きく改善した

ことが最大の成果です。財務基盤が強化され、財務面の柔

軟性が向上したことで、独立企業の時には難しかった大型

の買収も手がけられるようになりました。

　実際、グループ加入後に当社は3件の買収を成功させて

います。こうした取組みを通じて成長を実現してきたこと

で、私たち自身もグループの利益成長への貢献を実感して

います。

稲垣　もう一つ大きな成果があります。それは、米国市場で

ユニークなビジネスを展開しているプロテクティブをグ

ループに迎えたことで、新たな成長基盤の構築につながる

多くの学びを得られていることです。“グローバルな舞台で

戦える企業”になるための基盤づくりという意味では、これ

が最大の収穫と言っていいでしょう。

　期待以上に多くの相乗効果が生まれており、例えば、シリ

コンバレーにイノベーションラボを設置して、有力なベン

チャー企業へのアクセスを確保できたこともその一つです。

新たなサービスや技術を日本国内へ導入できるよう、現地

の新興企業と本格的に協議を進めています。また、このシリ

コンバレーへの進出を通じて、第一生命グループが商品・

サービスの拡 充や業 務の変 革に向けて注力している

「InsTech（Insurance Technology）」の取組みも加速して

います。

ビーレン　新たな技術分野へのアクセスという点は私たちも

同様です。プロテクティブでは、第一生命からの買収提案の

前からシリコンバレーの企業との連携は進めていましたが、

第一生命グループに加わって、新たな技術分野の調査や研究

におけるスケールメリットの享受が可能になったことは成果

として強調しておきたいですね。

　また、グループの手厚いサポートを受けられるようになっ

たことで、長期の企業成長に向けた新しい取組みを進められ

るようになったことも非常に大きなメリットであると感じてい

ます。顧客サービスや代理店サポートの拡充をはじめ、ダイレ

クトチャネルにおけるプラットフォームの整備、ビッグデータ

を活用したアンダーライティングの簡素化など、あらゆる領

域で業務改善を推進しています。

ビーレン　グループ加入後もプロテクティブが効率的に事

業を進められるのは、「現地に経営を任せる」という第一生

命ホールディングスの方針が大きいと思います。経営判断の

スピードはグループ加入前と変わりありません。

稲垣　プロテクティブは経験豊富で多様性が確保された取

締役会を有していますので、その経営判断を尊重していま

す。各国の経営陣にそれぞれの運営を任せるという方針は、

ほかの地域のグループ会社でも同じです。海外企業の

M&Aを推進した渡邉会長は、「Respecting each other, 

learning from each other, growing together（共に尊

重し、共に学びあい、共に成長する）」という言葉を用いてグ

ループマネジメントの基本姿勢を示しましたが、これには私

たちの哲学が簡潔に込められていると思います。生命保険

事業は地域性の高い事業であり、グループ会社のガバナン

スに関しては、各国で優れた体制を整備していくことが最

善の策であると考えています。

ビーレン　そうした方針には感謝しています。プロテクティブ

の成長戦略は、リテール事業と買収事業の「好循環モデル」

を核にしています。リテール事業の規模拡大の有効な手段

として、他の生命保険会社から既契約ブロックを買収する

ことで高い成長を実現してきました。買収事業において、

迅速な意思決定ができることは非常に重要です。

稲垣　プロテクティブの買収事業について、ビーレン社長

の判断力や経験豊富な現地社員を信頼し、尊重していま

す。もちろん、買収候補先のデューデリジェンスの結果や、

買収が実現しなかった案件に関する情報なども含めて、私

たちはその活動内容を常に把握していますし、ハードル

レートを設定して、買収額に応じた厳格な判断基準も定め

ています。

ビーレン　事業会社と持株会社の関係を表すキーワードは

「信頼と透明性」であると考えています。私たちも、事業戦略

や役員人事などガバナンスに必要なあらゆる情報を迅速に

報告・相談しています。プロテクティブの取締役会における

決定事項は持株会社に定期的に報告するとともに、私も毎

年3、4回は日本を訪れて持株会社の経営陣と密にコミュニ

ケーションをとっています。

稲垣　将来的には、グローバルガバナンス体制の整備が必要

だと考えています。ビーレン社長をはじめ、オーストラリア

のTALや第一生命ベトナムの経営トップなどと協議を重ね、

各グループ会社から多くの現地情報を収集してグループ

戦略に活かしていくことが次のステップになるでしょう。

稲垣　私はグループ各社が持つ知見・ノウハウやリソース

を相互に活用することで、グローバルにさらなる成長を実現

していきたいと考えています。プロテクティブは新たなビジ

ネスアイデアを生む多くの知見・ノウハウを提供してくれて

います。

ビーレン　私たちは、考え方をより多様化させ、プロテク

ティブだけではなくグループ全体で経験を共有していくと

いう想いを持っています。プロテクティブは、この点におい

て、異業種との連携で貢献していると考えています。例え

ば、コストコ・ホールセール社との提携では、同社の会員と

ウェブサイトを通じて直接取り引きすることで高い業績を

上げています。同社との提携は、米国の生命保険業界では

非常に珍しい取組みであるとともに、デジタル化の流れに

も対応したものです。

稲垣　それこそが私たちが求めているストーリーです。

新規顧客を効率的に開拓できる流通・販売経路の確保は、

全グループ会社が取り組んでいる課題であり、本事例にな

らった取組みをグループ各社でも推進しています。今後も、

グループ各社の経営層が集まるグローバル・マネジメント・

カンファレンスなどの場を通じて各社の知識やノウハウを

共有していくことで、グループ全体の大きな強みになってい

くと信じています。

ビーレン　リテール事業と買収事業の好循環モデルによっ

て成長してきたプロテクティブには買収事業を担当する専

門チームがあり、同事業に関する独自の考えと経験・ノウハ

ウを蓄積しています。各市場の独自性を踏まえたうえで、そ

れらをほかの地域のグループ会社と共有できれば、グルー

プの成長にとって非常に有益だと思います。

稲垣　おっしゃるとおりです。第一生命グループでは、

2018年度から新中期経営計画「CONNECT 2020」がスター

トしています。海外生命保険事業では、プロテクティブを

はじめ先進国市場での着実な利益成長と、アジアの新興国

市場での収益拡大を組み合わせ、バランスのとれた事業

ポートフォリオによって持続的成長を実現していきたいと

考えています。成長の原動力として大いに期待しています。

ビーレン　「CONNECT 2020」の目標を達成できるよう、

私たちもさらなる相乗効果の拡大を追求していきます。

これからも良きパートナーとして絆を深めていけることを

期待しています。

特集

「共に尊重し、共に学びあい、共に成長する」を
グループマネジメントの基本姿勢に

海外事業を進展させ
さらなる成長を実現

独自のビジネスモデルで成長を続けるプロテクティブ

110年以上の歴史を持つ企業

プロテクティブの設立は1907年。110年以上の歴史を持つ生命保険会社です。米国アラバマ州バーミングハムに本社を置き

全米50州で事業を展開しており、保有契約件数は約830万件（2018年4月時点）にのぼります。

リテール事業と買収事業の好循環で成長

リテール事業（生命保険事業、年金事業ほか）と買収事業を組

み合わせた独自のビジネスモデルを構築。生命保険や年金の

既契約ブロックの買収を積極的に進め、1970年代以降、56件

（2018年5月時点）の買収を成功させています。資本を効率的

に配賦して新たな買収機会に投下することで、着実に成長し

ています。
2017年度実績（12月決算）、コーポレート部門を除く

税引前
営業利益

百万米ドル
643

生命保険事業
8%

買収事業
39%

アセットプロテクション
事業
4%

年金事業
33%

ステーブルバリュー
事業
16%
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